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総務省自治行政局国際室長  

外務省大臣官房人物交流室長  

文部科学省初等中等教育局情報教育・外国語教育課長  

 

ＪＥＴプログラムの一層の活用について（通知） 

 

 平素より、地域の国際化、ＪＥＴプログラムの促進等に御尽力いただき、ありがとうござ

います。 

ＪＥＴプログラム（ＡＬＴ、ＣＩＲ及びＳＥＡ）は、昭和 62年度の創設以来、累計参加者

が世界７５か国・約７万人となる、世界最大規模の人的交流プログラムへと成長し、地域を

含む我が国のグローバル化に資するプログラムとして継続しており、各方面から評価されて

いるところです。 

 

【ＣＩＲ（国際交流員）について】 

ＣＩＲについては、高い日本語能力を有する人材を選考し、地域の国際交流の幅広い分

野で活躍しており（令和元年度：２７５自治体等が任用、４２か国、５１４人）、近年で

は、インバウンド対策や海外販路開拓、多文化共生等の業務に従事する事例も増えていま

す。 

こうした中、訪日外国人の更なる増加や地方公共団体の海外販路開拓に対するニーズの

高まりなどから、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」（令和元年６月 21日閣議決定）にお

いて、「インバウンド対策や海外販路開拓、多文化共生等の業務に従事し、地域の国際交

流の幅広い分野で活躍する JET プログラム国際交流員（ＣＩＲ）の一層の活用を促進す

る」ことと明記されたところです。 

ＣＩＲの更なる活用にあたっては、任用する地方公共団体において、活躍を期待する分

野や具体的な役割を明確にすることも重要ですので、昨年 10月に自治体国際化協会が作成

した「国際交流員（ＣＩＲ）活用事例集」（参考資料２）なども参考にしながら、積極的な

活用を御検討ください。 

 

【ＳＥＡ（スポーツ国際交流員）について】 

 令和２年（2020年）には東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催され、スポ

ーツを通じた国際交流の機運が高まっていることから、地域の国際化及びスポーツ振興に

向けて各地で活躍するＳＥＡの積極的な活用についても御検討ください。 
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【ＡＬＴ（外国語指導助手）について】 

ＡＬＴについては、日本における教育、特に外国語教育に深い関心を持つ人材を選考

し、全国各地にある小学校・中学校・高等学校の外国語活動や外国語科の授業等において

担当教員の助手として活躍しています（令和元年度：１，００５自治体等が任用、３０か

国、５，２３４人）。 

新学習指導要領（小学校は令和２年度より、中学校は令和３年度より全面実施。高等学校は令

和４年度より年次進行で実施。）では、小学校外国語教育の早期化・教科化や中学校・高等学

校における外国語教育の改善・充実にあたり、ネイティブスピーカー等の協力を得るなど

して指導体制の充実や指導方法の工夫を図ることが求められており、平成 30年６月 15日

閣議決定の第３期教育振興基本計画においても、新学習指導要領の着実な実施を促進する

ため、ＡＬＴの配置等の学校指導体制の充実を含めた総合的な支援を行うことが明記され

ているところです。 

 

なお、ＪＥＴプログラム参加者の任用に要する経費等については、参考資料１のとおり、

地方財政措置が講じられているところです。 

また、フィリピンからのＡＬＴにつきましては、平成 26年度から当面の措置として英語圏

として招致してきましたが、これまでの実績等を考慮し、今年度行う募集から正式に英語圏

として取り扱うこととなります。 

これらを踏まえ、今後のＪＥＴプログラムの導入や更なる有効な活用等に努めていただく

ようお願いします。 

 

都道府県各主管担当におかれては、管内市区町村に対しても周知くださるようお願いしま

す。なお、本事務連絡を踏まえ、ＪＥＴプログラムの導入又は配置人数の増員を希望する市

区町村におかれては、一般財団法人自治体国際化協会より各都道府県・政令指定都市（取り

まとめ団体）あて令和２年度分の新規招致者配置要望調査を実施しておりますので、取りま

とめ団体を通じて当該協会へ御要望ください。 

 

＜別添＞ 

 （参考資料１） ＪＥＴプログラムについて 

（参考資料２） 国際交流員（ＣＩＲ）活用事例集（2018） 

 ※下記 URLよりダウンロードしてください 
     http://jetprogramme.org/wp-content/MAIN-PAGE/forcos/hire/JET プログラム国際交流員

（CIR）活用事例集 2018（本篇）.pdf 

（参考資料３） 令和 2年度第 34期「語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）」 

        に係る英語圏 JETプログラム参加者の４月来日配置要望調査について（照会） 

 

【問い合わせ先】  

総務省自治行政局国際室 臼井補佐、岩瀧主査、金山事務官 

℡：03-5253-5527 E-mail：kokusai@soumu.go.jp  

 

外務省大臣官房人物交流室 浜田補佐、西出補佐 

℡：03-5501-8143 

 

文部科学省初等中等教育局情報教育・外国語教育課 新井補佐、荒川係長 

℡：03-6734-3480 E-mail：josui@mext.go.jp 
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語学指導等を行う外国青年招致事業
（ J E Tプログラム）

The Japan Exchange and Teaching Programme

目 的 外国青年を招致して地方自治体で任用し、外国語教育の
充実と地域の国際交流の推進を図る。

事業主体 都道府県、政令指定都市、市区町村、私立学校等
運営協力 （一財）自治体国際化協会、総務省、外務省、文部科学省
事業開始年 1987年（昭和62年）

参加者の 外国語指導助手（ALT: Assistant Language Teacher)
職務内容 小・中・高等学校等で語学指導に従事

国際交流員（CIR: Coordinator for International Relations) 
地域において国際交流活動に従事

スポーツ国際交流員（SEA: Sports Exchange Advisor) 
地域においてスポーツを通じた国際交流活動に従事

参加者数 5,761名 (2019.7.1時点）
参加者累計 70,661名 (2019.7.1時点 75か国）
任用期間 1年間 (最長で5年間まで更新可）

2
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A L T 外国語指導助手（ALT: Assistant Language Teacher）

小中高校等の外国語担当教員のアシスタント

①ネイティブならではの授業のサポート
・「活きた外国語」（外国語で考え、話すための学習など）

・母国の文化紹介やゲームなど効果的な教材を使った授業

・外国語スピーチコンテストへの協力

②学校活動への参加を通じた子供たちの国際感覚の養成
・給食、掃除、部活動など学校生活を通じたコミュニケーション機会

③地域社会との顔の見える関わりも
・英会話教室、母国の料理教室、お祭りへの参加など

5,234名（JETの 90.9％）

3

POINT！

英語教育の抜本的改革等を念頭に置いた新学習指導要領の全面実施を2020
年度に控え、外国語指導助手（ALT）の需要が2011年度から増加
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C I R 国際交流員（CIR: Coodinator for International Relations）

地方公共団体の国際交流をサポート

①国際情勢調査、国際交流イベントの企画・実施
・海外情報の収集
・国際交流キャンプ、多文化フェスティバル

②国際交流における通訳・翻訳
・来賓の接遇、姉妹都市訪問団への随行

・外国語観光マップ作成、外国人住民向け広報
・海外向け情報発信

③地域の国際交流活動への支援
・学校訪問、異文化理解講座

4

「観光・物産」「多文化共生」
など活躍は多岐に

514名（JETの 8.9％）

日本語が
堪能！
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JET活用の手続と経費

23

【来日までのスケジュール】

12月～１月
要望調査

（市町村
→都道府県
→CLAIR）

４月
配置結果の通知

（CLAIR
→都道府県
→市町村）

７月～８月
参加者の来日

（オリエンテーショ
ン後、各自治体へ
移動）

経 費

•①参加者の報酬、社
会保険料、交通費等

•②ＪＥＴプログラム
会費
１人あたり 9.2万円

•③ＪＥＴ傷害保険
１人あたり 2.5万円

（都道府県・政令指定
都市は別途１団体あ
たり 120万円負担）

財政措置

•都道府県（標準団体
規模170万人）にお
ける標準的な経費と
して約2億4千万円
を地方交付税措置

•市町村（標準団体規
模10万人）におけ
る標準的な経費とし
て120.4万円を地方
交付税措置した上で、
市町村のＪＥＴ青年
実人員数× 481.6
万円を加算

23

手厚い財政措置！
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